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「適度」と「普恵」の視点からみる中国版皆年金体制のゆくえ1

于洋

■ 要約

　2007年ごろから、中国において「残余主義」福祉から「適度普恵型」福祉への転換論は活発になっている。社会

保険制度に関しては、「適度」と「普恵」とはともに制度への加入状況、財源政策と給付水準を評価する尺度である。

　本稿では公的年金制度を例に取り、中国政府が進めている「中国版皆年金」体制に対して、負担と給付の両面から「適

度」と「普恵」の尺度を借りて評価してみたい。そのうえ、習近平・李克強新政権のもとで進められている「新型都市化」

政策と皆年金体制をめぐる一連の課題を考案し、これからの中国版皆年金体制のゆくえについて、以下のようなシナ

リオを推測している。

　加入者範囲の面から考える「普恵」の目標は到達しており、これからは、国民が平等に年金制度による恩恵を受け

られるように、制度間の給付調整が行われるだろう。

　次に「適度」に関しては、基本年金保険における保険料の事業主負担分が引き下げられる方向に向かい、基本年金

保険も含めて公務員年金保険、新型農村年金保険と都市住民年金保険の個人負担分も引き上げられる方向になるだろ

う。また、年金給付に関しては、公務員年金の高い給付水準は大幅な引き下げのプロセスに入り、他の年金制度の給

付水準も過当にならないように限定させられるだろう。それこそ「適度」の真髄であろう。

■ キーワード

適度普恵型福祉、公的年金制度、中国版皆年金体制、新型都市化政策
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Ⅰ　年金保険制度における「適度」と「普恵」の意味
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Ⅱ　中国版皆年金制度の確立
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表1　現代中国における各年金制度の基本内容と加入状況
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　1．「普恵」への実現
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　2．保険料負担における「適度」の評価
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図1　基本年金保険制度の被保険者数と受給者数の推移
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2013

図2（b）都市部基本年金保険制度の概要（2006年以降）

図2（a）都市部基本年金保険制度の概要（2005年以前）
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　4．年金給付における「適度」の評価
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2014 2 7

1

図4　基本年金保険制度の受給者対被保険者の割合と収支別増加率の推移
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中国における「全民低保」の実現

朱珉

■ 要約

　本稿は、中国の公的扶助の基軸である最低生活保障制度に焦点を当て、1993年の社会救済制度の改革から、2013

年までの「全民低保」時代までの20年間を考察する。1990年代後半に、国有企業改革による大量失業者の生活保障

対策として、登場した都市部最低生活保障制度は、①狭い適用範囲、②低い保障水準および③恣意的な運営という3

つの問題を抱えていた。2000年代に入ると、まず都市部で①に対応するため「応保尽保」が、②に対応するため「分

類施保」が実施され、制度の整備が行われた。2006年の「全民低保」大討論を経て、農村部においても制度が成立され、

全国の困窮者を包摂する「全民低保」が実現された。しかし、量的・質的な制度の拡充は受給者数と給付額の膨張を

もたらし、いかに給付額を抑えながら、すべての困窮者の最低生活を保障するのかという新たな課題が浮上した。そ

のため、中央政府は③に取り組み、制度運用の規範化による地方への介入を強化し、地方政府はワークフェアの導入

に乗り出した。以上のプロセスから、中国の公的扶助制度の構築における3つの特徴を指摘する。

■ キーワード

最低生活保障、全民低保、ワークフェア、中央政府
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表1　中央財政の移転状況（2001、2002年）

2001 2002 2001 2002
3,210 6,700 17,174 31,100
8,836 19,300 7,706 15,200
6,726 16,500 1,600 3,300
8,454 16,800 10,430 17,300
34,160 37,200 1,4064.4 31,800
10,540 25,100 5,800 12,300
14,604 32,800 7,546 148
9,254 22,500 434 900
1,000 2,000 6,032 17,000
8,536 20,700 7,398 15,100
2,600 5,000 3,176 6,000
1,1448 31,200 1,870 4,400
18,314 36,100 6,324 13,400

1,744 5,500

2004 108 109

表2　都市部最低生活保障の財政支出（1999～2013年）

1999 20.0
4.0
20.0

16.0
80.0

2007 277.0
161.0
58.1

116.0
41.9

2000 27.0
8.0
29.6

19.0
70.4

2008 393.4
267.0
67.9

126.4
32.1

2001 42.0
23.0
54.8

19.0
45.2

2009 482.1
359.1
75.1

123.0
24.9

2002 105.0
46.0
42.2

63.0
57.8

2010 524.7
365.6
69.7

159.1
30.3

2003 151.0
92.0
60.9

59.0
39.1

2011 659.9
502.0
76.1

157.9
23.9

2004 173.0
105.0
60.7

68.0
39.3

2012 674.3
439.1
65.1

235.2
34.9

2005 192.0
112.0
58.3

80.0
42.7

2013 756.7
545.6
72.1

211.1
27.9

2006 224.0
136.0
60.1

88.0
39.9

1999 2007 2012 2008 2013
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　3．分類施保

2003

2006

31

2006

80

,2007,118

70 16

16

10 30



22

Winter 2014 No. 189

,2007,116

2004 9 2010

3

表3　各種扶助に関する政策条例
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　4．農村部における制度構築の停滞

2000

3 1

1990

2003

33.4

1998 11.8

,2004,15 2002

2003

SARS

2003
6 2

2000

2000

2,000 2,200 2005 6,000

1 ,2007,79

3

2000

Carol Graham,1994, 9

2002

2005 10



23

11 5

2005

2005

,2012

Ⅳ　「全民低保」の実現（2006～2013年）

　1．「全民低保」大討論と農村部での制度成立
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表5　最低生活保障基準の設定法

表6　都市部受給者の構成（2007～2013年）

2007
79.0
3.4

432.2
18.4

510.2
21.8

410.9
17.5

369.1
15.7

333.5
14.2

210.7
9.0
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564.3
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27.6
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3.0

432.4
18.7

492.8
21.3

419.9
18.2

357.3
15.5

338.6
14.7

210.2
8.7

2011
62.0
2.7

423.7
18.6
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社会保障と介護福祉

沈潔

■ 要約

　本稿は、まず、胡錦涛と習近平の政権交代における介護福祉政策の構築過程を分析し、次に、急速に進んでいく少

子高齢化の課題を明らかにするものである。特に、政策誘導によって推進されつつある地域ケア及び介護の市場化が

示す意味について分析している。

　胡錦涛政権から習近平政権への政権交代が実現した2012年においては、経済的、政治的な安定化を求め、基礎医

療と基礎年金制度の普及が加速化された。それと連動して､高齢者介護の基盤づくりも取り組まれた。習近平新政権は、

この課題を社会安定の処方箋として引き継ぎ、行政による地域ケアネットワークづくりの推進と民間資本の活用によ

る介護の市場化を形成していく政策志向を明確にした。地域ケア政策の主旨は、ネットワークづくりを通じて家族介

護をサポートすることである。つまり、私的介護優先の考え方である。介護の市場化は、経済成長鈍化への対応の一

環として位置づけられた対策とみられる。

　習近平政権で取り組まれる介護政策においては、介護サービスの地域格差や高齢者権利擁護及び公平な競争環境整

備など、その課題は山積している。

■ キーワード

習近平政權、地域ケア、介護市場化
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24

　1．介護福祉政策の構築過程について
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1993

7 1994 2000

2000 5
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Medicare

Socialcare

2000

10

2001 2005 2006

11 2006 2010

12 2011

2015

11 12

　（1）　「中国養老事業発展の第11次五カ年計画」

（2006～2010年）

2006 11
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2005 2010
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11

　（2）　「中国養老事業発展の第12次五カ年計画」

（2011～2015年）」

2011 12

12

65

80 50

　（3）　『高齢者権益保障法』の改正

2012 12 28

2013 7 1
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　（4）　「養老サービス業の加速発展に関する若干

の意見」
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90 60
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80 50
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2011 19.1 2013

24.5 1

表１　高齢者介護ベッド数の推移　2006年～2013年

2013 493.7 24.5
2012 416.5 21.5
2011 353.2 19.1
2010 314.9
2009 266.2
2008 234.5
2007 212.8
2006 153.5

2006
2013

2010 1

9,921.35 2011 2 4,345.9 2012

2 8,914.4

2013

13.9

13.2

12.1
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2．加速する少子高齢化の課題

2

2 2025 65

14

2034 20

14 20

3

表２　国別の人口高齢化の比較

14 20 7 14 14 20
1970 1994 2006 24 12
2000 2018 2026 18 8
2000 2025 2034 25 9
1864 1979 2020 115 41
1887 1972 2012 85 40
1927 1988 2007 61 19
1929 1976 2021 47 45
1932 1972 2012 40 40
1942 2013 2028 71 15

Health System Transition:Republic of Korea, European 
Observatory, WHO JICA

2014 6 p.9

65

80

2013 80 2,300

100 5

2005

80.13 2013 82.47

2013 2

2013 50

2050 54

1

2013-
2013 2

図1　城郷高齢者世帯における「空巣率」

1990

3

4
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2010 60

1,213

438 36.1

775 63.9

2,818

971 34.3

1,847 65.5

4,031

2011

4,200

3,100 1,100

ADL IADL

20 24

0 5

49 2 3

17.4 67.5 8.9

0.8

5.4 4

2009

2014 4 60

2,386

2,065 321

16.23

　3．介護福祉の基盤整備について

　（1）　財政支援の状況

11 2006 2010

2013

147

2,200

3

2008

1 8,000

2013

2011

1 10,000
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表３　新設介護ベッドに対する地方財政補助の状況

/ /
20000 25000 2013 500 1000 2012
10000 2012 3000 2011
3000 2010 2000 3000 2012
1000 2012 1000 3000 2012
5000 9000 2011 2500 2012
6000 7000 2012 2000 4000 2012
2000 2011 10000 2011
1000 2011
10000 2011 1000 2011
3000 10000 2012
1000 6000 2011 陕 2000 3000 2011
1200 5000 2012 5000 2012
2500 5000 2012 5000 2011
2000 2011 5000 2012
2000 5000 2012 1000 2012
1500 3000 2011

2013
2013 8

2007

2013 3 18

60

80

50

500

2 2007

1.61 2011 4.87

2012
2012 8

図2　在宅高齢者介護手当の給付状況
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1 5 60

4

300 400 500

60
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80

50

2012 12 6,000

46

80 7 7,000

61 5

2011

4

2012

8118.5

355.6

7762.9 6

4

2011 2010 34 2012

2011 15 GDP

表4　高齢者介護福祉に関連する事業における
　　　 中央および地方財政の支出状況　単位億元

GDP

2010 265.55 5001.82 5267.34 5.86% 1.31%
2011 321.09 6740.41 7061.5 34 6.46% 1.49%
2012 355.6 7762.9 8118.5 15 6.45% 1.56%

2014 5

　（2）　地域ケアネットワークづくり

12

90 7

3

2015
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5

80 50

2012

104,237

38,213 66,024

14,938

14.3 7

33,562

72 8

5

表５　短期入所・通所介護ベッド数の増加推移

2008 2009 2010 2011 2012 2013
1.6 4.5 4.7 9.1 14.7 36.5

2008 2013

5 2008

2011

12 5 2011 2015

12 5 2010

4.7 2012 14.7

2013 36.5

　4．介護福祉の産業化・市場化

2015
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Ⅰ　研究の背景と目的

2002

2012

3 95

特集：中国の社会保障

「市場」から「政府」へ
−中国における「全民医療保障」政策の成果と課題−

李 蓮花

■ 要約

　医療保障の普遍化すなわち「全民医療保障」の実現は、胡錦涛政権期（2002-2012年）の社会保障改革の目玉と言

える。農村の医療保障システムの再建から始まった医療改革は、SARSの衝撃や医療の不平等に対する国内外の批判

を背景に「全民医療保障」へと深化し、さらに医療制度全体の見直しにつながった。改革開放以後急速に進んだ医療

の市場化、国家責任の後退という傾向に歯止めがかけられ、政府の医療支出も大幅に増加された。制度創設という意

味において今回の医療保障改革は画期的なものであったが、一方で、公立病院など提供側の改革はほとんど進まなか

ったため、医療費が高騰し、患者負担の軽減効果も限定的であった。本稿は、「全民医療保障」をキーワードとする

2000年代の医療保障改革の背景と経緯、その過程で起きた論争を整理したうえで、具体的なデータを通じて今回の

医療改革の効果および残された問題を考察し、2020年の基本的な医療保障の実現に向けた政策の方向性を展望する。

■ キーワード

中国、皆保険、市場化、医療格差、政府補助
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Ⅱ　医療の市場化とその代価

2000
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　1．医療の「市場化」：医療保障および提供システ

ムの激変

1960

2011
1

3
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　2．市場化の影響
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2 1993

2003

図1　医療保障制度の未加入者の増加

2
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2013

図2　中国の総医療支出の財源構成

3

1980
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2003

図3　都市と農村における医療従事者の人数

2000 WHO

191 188

144

Ⅲ　2000年代の医療保障改革：
　「全民医保」と「新医改」
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　1．2002-2006年：農村医療保障システムの再建
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333
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2.36
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2008 3

2 8

75.2

91.5 4

2013 59

図4　新型農村合作医療制度の加入者数と実施地域の加入率
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5
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4 2

10

4 2013

65-66

2013 62

図5　新農合の財源構成の推移（2004－2011年）

2011 160

　2．2007-2009年：「全民医療保障」体系の構築

2006

2007
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図6　中国の医療保障システム（2011年）

　3．2009-2011年：「新医改」
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40.57 46.29
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図7　中国における政府の医療支出の推移

Ⅳ　考察と分析

2000

　1．「全民医療保障」の成果

2
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1

SARS

2

2000

2000

5 20

U

2 7

8

2003

8

2009 http://www.stats.
gov.cn/tjsj/qtsj/shtjnj/2009/

図8　医療機関へのアクセスの改善

　2．「量的拡大型」医療改革の限界と問題

2000

2010 2012
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2006

9,843 2010 2

1 9,980 2 2012

2 7,847

2006 4,854 2012

9,564 2

2013 10

95.6

46.6 87.4 4
9

2000

1

1

1 2008

3

1

表1　制度別給付率の格差（入院医療費、2008年）

10783 6988 4067 63.2 12776 31.8

6947 3425 3522 49.3 9215 38.2

3417 909 2503 26.6 4473 56.0

2009 2008

54-65

1

　3．国際比較からみる中国の医療保障改革
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Ⅰ　はじめに
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1 2
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Montesquieu 1748

Diamond 1997

Sachs 2005

Max 

Weber 1904

Acemoglu and Robinson 2012

Burnside and Dollar 2000; Easterly, Levine 

投稿（論文）

非線形回帰分析による世界各国の貧困の決定要因の解析

田辺 和俊　　鈴木 孝弘

■ 要約

　近年、国家間の貧富の原因として提案されている「地理説」、「文化説」、「制度説」等の仮説を検証するために、貧

困率を目的変数とし、各種指標を説明変数として線形回帰分析を行い、貧困の決定要因を探索する研究が行われてい

る。しかし、既往の研究では解析対象の国や説明変数の範囲が限定的であり、十分な検証がなされていない。本稿では、

160カ国の貧困率と36種の説明変数を用い、非線形回帰分析手法の一つのサポートベクターマシンにより解析し、貧

困の決定要因を探索する実証研究を試みた。その結果、11種の要因によって160カ国の貧困率を回帰決定係数0.857

という高い精度で再現できた。また、11種の決定要因の中では、「制度説」に関連した要因5種の貧困率への寄与が

きわめて大きく、国家の貧困には政治・経済制度が最も重要であることを実証した。

■ キーワード

貧困率、決定要因、地理説、文化説、制度説、非線形回帰分析、サポートベクターマシン
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SVM

SVM Senf 

and Lakes 2012

Ⅱ　使用したデータと解析方法

　1．各種変数のデータ
5 WB UN

160 6

160 36 124

3.8% 80%
7

160

160

4 8

9 1

160

160

表1　解析した160カ国の貧困率と地域別の分類（括弧
内は貧困率%）

3.8-14 14-26 26-41 41-80
7 18 13 3 41

24 11 1 0 36
2 4 12 32 50
6 6 12 5 29
1 1 2 0 4

40 40 40 40 160

2

36

WB World Governance Indicators 6

AAA BB C

 2013

2
10 1

GDP GpC

3

0 1

36
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表2　用いた変数とその定義, 単位, 該当仮説および主なデータ源

% WB, UN

CDF

CIA

1 10-3mm WB

103km WB

15 % WB, UN

10 WB, UN

World Risk Index UN

1 103m2 WB

1 103$ WB

1 10-3bbl/day CIA

WB, UN

1,000 WB

1,000 WB, UN

/km2 WB, UN

% WB, UN

15 % WB, UN

% WB, UN

% WB

IQ WB

15 % Eutimes

% WB, UN

GDP 106$ WB, UN

GpC 1 GDP 103$ WB, UN

1 103$ WB

FDI 1 103$ UN

S&P, MDY, Fitch

Index of Economic Freedom Heritage

WGI/VA Voice and Accountability WB

WGI/PT Political Stability & Absence of Violence/Terrorism WB

WGI/GE Government Effectiveness WB

WGI/RQ Regulatory Quality WB

WGI/RL Rule of Law WB

WGI/CC Control of Corruption WB

1 $ WB

1 103$ WB

1 $ UN

WGI : World Governance Indicators, 6 18 Voices and Accountability
Political Stability 

and Absence of Violence

Government Effectiveness
Regulatory Quality

Rule of 
Law

Control of Corruption



61

表3　用いた変数の記述統計

29.7 18.3 3.8 80.0 0.69

26.4 17.1 0.2 63.9 0.29 -0.632

18.4 7.6 0.1 29.5 -0.59 0.521

0.6 2.0 0.0 18.0 6.56 0.129

4.3 17.5 0.0 202.1 9.65 -0.173

2.0 4.6 0.0 27.7 3.87 0.428

14.6 30.0 0.0 132.5 2.17 0.650

7.3 4.2 0.6 28.0 1.53 0.404

1.6 4.1 0.0 39.6 6.40 0.079

8.6 14.2 0.1 65.8 2.15 -0.480

21.8 67.8 0.0 459.7 4.81 -0.199

1.4 1.1 -0.7 6.0 0.45 0.604

22.8 10.9 8.2 50.9 0.56 0.808

9.1 3.6 1.6 17.4 0.55 0.415

121.2 184.3 1.9 1305.4 4.00 -0.169

55.3 22.3 10.7 97.4 -0.13 -0.532

64.0 10.4 41.4 89.1 0.20 0.418

12.7 11.5 1.0 68.6 2.26 0.412

53.0 14.8 14.0 85.9 -0.37 0.271

IQ 84.5 11.3 63.0 106.0 -0.20 -0.754

81.8 19.7 22.4 99.9 -1.11 -0.625

32.0 26.5 0.8 102.4 0.63 -0.659

GDP 0.4 1.5 0.0 15.1 7.33 -0.217

GpC 14.4 15.2 0.4 88.3 1.60 -0.632

0.0 0.3 0.0 4.1 12.07 -0.142

FDI 8.3 23.0 0.0 237.8 7.21 -0.300

0.5 0.3 0.1 1.0 0.51 -0.642

58.9 12.3 0.0 82.6 -1.40 -0.437

WGI/VA -0.1 1.0 -2.2 1.6 0.03 -0.429

WGI/PT -0.2 0.9 -2.7 1.4 -0.36 -0.467

WGI/GE -0.1 1.0 -1.7 2.2 0.52 -0.669

WGI/RQ 0.0 1.0 -2.2 1.9 0.19 -0.581

WGI/RL -0.1 1.0 -1.9 2.0 0.64 -0.638

WGI/CC -0.1 1.0 -1.7 2.4 0.92 -0.534

30.1 47.4 0.0 294.1 3.70 -0.392

1.0 1.5 0.0 7.7 2.27 -0.498

78.0 89.8 1.1 459.5 1.66 -0.611

　2．非線形回帰分析による解析

SVM 160 36

SVM

LIBSVM ver. 3.11 Chang and Lin

RBF 36

SVM

LIBSVM g RBF

gamma c cost 2
11

Tanabe et al. 2013;  2013; 

 2014

SVM

RMSE

 10 1

 LIBSVM

g c

 2

RMSE

 

 

 

 g c

RMSE
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Ⅲ　結果と考察

160 36

11

RMSE

RMSE 7.00 R2 0.857 160
12

OLS

R2 0.653 SVM

SVM

OLS 4

SVM 11

OLS 14

8 13

OLS

SVM

OLS R2

0.323 0.581 OLS
14

OLS

SVM

OLS

表4　説明変数36種の感度, 決定要因11種（太字）の貧
困率への寄与率, およびOLSの偏回帰係数

%
OLS

1 WGI/RL -0.488 38.90 -0.641

2 WGI/VA -0.335 18.26 0.146

3 人口増加率 0.231 8.72 0.430

4 教育費 -0.192 6.04 -0.237

5 農地 0.198 6.42 0.226

6 GDP -0.187 5.73 -1.494

7 女性労働率 -0.174 4.96 -0.295

8 GpC -0.155 3.90

9 エイズ 0.150 3.66

10 死亡率 0.105 1.80 0.321

11 出生率 0.100 1.62

12 0.065

13 -0.058

14 -0.056

15 -0.054

16 -0.052

17 -0.051

18 0.051

19 0.048 0.163

20 -0.047

21 -0.046

22 IQ -0.043

23 0.041 0.302

24 WGI/CC -0.032 0.225

25 -0.031

26 -0.030 0.754

27 WGI/GE -0.026

28 -0.026

29 -0.026 0.903

30 FDI -0.024

31 -0.016

32 -0.015

33 WGI/RQ -0.012 0.178

34 WGI/PT -0.008

35 -0.007

36 0.006

SVM

11 2

4 1

11 WGI/RL WGI/VA
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7  
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2005 2007 2011
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図1　政策分野別社会支出の対GDP比の国際比較（2011年度）
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8 2

OECD SOCX Old Age

2014 1

OECD 1990

1 2

2009

表1　フランス：対前年度増加に対する寄与率（％）

2008 2009 2010 2011
1. 62.5 33.1 42.6 76.2
2. 4.2 1.8 5.0 6.0
3. 4.9 1.2 3.7 4.0
4. 27.0 21.9 17.9 28.7
5. 5.6 6.2 1.2 6.1
6. -7.4 7.5 16.8 -25.0
7. -2.1 18.3 8.7 -3.9
8. 5.6 1.3 1.0 4.1
9. -0.2 8.7 3.2 3.9

OECD SOCX2014 ed

表2　スウェーデン：対前年度増加に対する寄与率（％）

2008 2009 2010 2011
1. 60.5 46.7 28.5 38.9
2. -0.1 0.4 -5.3 -3.9
3. 0.8 -6.4 -31.4 -12.6
4. 43.8 22.3 21.6 52.9
5. 27.0 8.6 31.2 29.0
6. -14.6 4.8 58.5 19.0
7. -22.7 18.5 -17.0 -25.4
8. -0.2 0.1 3.5 1.5
9. 5.5 5.1 10.5 0.7

OECD SOCX2014 ed

3 4 2011

GDP

OECD
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表4　対GDP比で「保健」の大きい国
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6.6 4.0
6.6 2.9
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表5　各国の政策分野別社会支出の対GDP比（2011年）（％）

+ 31.4 27.6 26.8 23.7 23.6 19.3 10.2
1. 12.5 9.4 8.6 6.8 11.0 6.0 3.0
2. 1.8 0.4 2.0 0.1 1.4 0.7 0.3
3. 1.5 4.7 3.2 2.6 1.0 1.6 0.6
4. 8.6 6.7 8.0 7.7 7.7 8.1 4.1
5. 2.9 3.6 2.2 4.0 1.3 0.7 1.0
6. 0.9 1.2 0.8 0.4 0.2 0.1 0.3
7. 1.6 0.4 1.2 0.5 0.3 0.8 0.3
8. 0.8 0.4 0.6 1.5 0.1 0.3 a
9. 0.6 0.7 0.1 0.2 0.6 0.9 0.6

31.0 27.2 25.5 22.7 23.0 19.0 9.0
1. 12.5 9.4 8.6 6.0 10.4 6.0 2.1
2. 1.7 0.4 2.0 0.1 1.4 0.7 0.3
3. 1.4 4.3 2.0 2.5 1.0 1.4 0.5
4. 8.6 6.7 8.0 7.7 7.7 8.0 4.0
5. 2.9 3.6 2.2 4.0 1.3 0.7 0.9
6. 0.9 1.2 0.8 0.4 0.2 0.1 0.3
7. 1.6 0.4 1.2 0.4 0.3 0.8 0.3
8. 0.8 0.4 0.6 1.5 0.1 0.3 a
9. 0.6 0.7 0.1 0.2 0.5 0.9 0.6

0.3 0.4 1.2 1.0 0.7 0.3 1.2
1. 0.1 a a 0.7 0.6 a 0.9
2. 0.1 a a a a a a
3. 0.2 0.4 1.2 0.1 a 0.2 0.1
4. a a a a a 0.2 0.1
5. a a 0.1 a a a a
6. a a a a a a a
7. a a a 0.1 a a a
8. a a a a a a a
9. a a a a a a a

OECD Stat 2014 11 SOCX
a 

OECD SOCX2014 ed

2 2011

2013

9.8

2012 3

2060

10



73

OECD SOCX2014 ed

図5　公的支出の対GDP比（2011年）（％）

OECD SOCX2014 ed

図4　公的支出+義務的私的支出合計の対GDP比（2011年）（％）
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OECD SOCX2014 ed

図6　義務的私的支出の対GDP比（2011年）（％）
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Major area, region or country Total social 
protection 
expenditure
 total

Public health care 
expenditure

% of GDP

Public social protection 
expenditure for older 
persons % of GDP

Public social protection 
expenditure for persons of 
active age % of GDP

Public social protection 
expenditure for children 

% of GDP

Social benefits for 
persons of active age 

excluding general 
social assistance

Unemployment Labour market 
programme

Sickness, maternity, 
employment injury, 
disability

General social assistance
% of GDP

Latest available
year
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Regional average weighted by total 
population
Africa 4.3 2.6 1.3 0.4 0.2 0.2
North Africa 10.0 3.2 5.0 1.1 0.3 0.4
Sub-saharan Africa 4.3 2.6 1.1 0.3 0.2 0.1
Asia and the Pacific 4.6 1.5 2.0 0.4 0.4 0.2
Western Europe 27.1 7.9 11.1 5.0 0.9 2.2
Central and Eastern Europe 17.8 4.4 8.3 3.0 1.3 0.8
Latin America and the Caribbean 13.9 4.0 4.6 2.0 2.6 0.7
North America 17.0 8.5 6.6 2.8 1.1 0.7
Middle East 11.0 2.0 3.3 1.5 3.4 0.8
World 8.8 2.8 3.3 1.5 0.7 0.4

Asia
Bangladesh 2.69 2011 1.11 3 2011 0.71 3 2011 0.46 3 2011 n.a. 13 2011 0.45 3 2011 0.02 3 2011 0.32 3 2011 0.09 3 2010
Bhutan 4.77 2010 2.97 3 2010 0.68 3 2010 0.03 3 2011 n.a. 13 2010 0.03 3 2010 0.00 3 2010 1.09 3 2010
Brunei Darussalam 2.95 2009 2.04 14 2009
Cambodia 1.79 2011 1.26 3 2011 0.15 3 2011 0.10 3 2011 n.a. 13 2011 0.10 3 2011 0.00 3 2011 0.18 3 2011 0.10 3 2011
China 6.83 2010 1.27 10 2010 2.89 3 2009 1.90 3 2009 0.14 1 2009 0.20 3 2009 1.55 3 2009 0.54 3 2009 0.22 3 2009
Hong Kong China ,  Special 
Administrative Region 4.58 2011 2.34 3 2011 1.60 5 2011 0.60 1 2011 n.a. 13 2010 0.60 1 2010 0.03 1 2010 0.07 1 2010

India 2.56 2010 1.06 4 2010 0.75 3 2010 0.60 3 2010 3 2009 0.50 3 2010 0.10 3 2010 0.10 3 2010 0.06 3 2010
Indonesia 2.63 2010 1.03 4 2010 0.45 3 2010 0.09 3 2010 n.a. 13 2010 0.07 3 2010 0.03 3 2010 0.38 3 2010 0.68 3 2010
Japan 22.40 2009 7.15 8 2009 11.83 8 2009 2.26 8 2009 0.71 8 2009 0.43 8 2009 1.13 8 2009 0.37 8 2009 0.79 8 2009
Korea, Republic of 9.19 2010 4.12 8 2010 2.36 8 2010 1.24 8 2010 0.31 8 2010 0.38 8 2010 0.54 8 2010 0.68 8 2010 0.78 8 2010
Lao People's Democratic Republic 1.74 2005 1.22 4 2010 0.10 3 2010 0.06 3 2010 n.a. 13 2010 0.06 3 2010 0.34 3 2010 0.02 3 2010
Malaysia 2.99 2012 1.99 3 2012 0.89 3 2012 0.07 3 2012 n.a. 13 2012 0.00 3 2012 0.07 3 2012 0.03 3 2012 0.02 3 2012
Myanmar 0.96 2004 0.26 10 2011 0.60 5 2011 0.06 1 2011 n.a. 13 2011 0.06 1 2011 0.04 1 2011 0.00 2 2011
Pakistan 1.68 2010 0.38 2 2010 1.01 3 2010 0.03 3 2010 n.a. 13 2010 0.03 3 2010 0.00 3 2010 0.25 3 2010 0.01 3 2010
Philippines 1.55 2012 0.56 3 2012 0.58 3 2012 0.27 3 2012 n.a. 13 2012 0.02 3 2012 0.25 3 2012 0.01 3 2012 0.14 3 2012
Singapore 2.83 2011 1.20 10 2011 0.70 1 2011 0.91 1 2011 n.a. 13 2011 0.02 1 2011 0.89 1 2011 0.01 1 2011 0.01 1 2011
Sri Lanka 3.14 2011 1.26 10 2011 1.68 3 2011 0.04 3 2011 n.a. 13 2011 0.02 3 2011 0.01 3 2011 0.02 3 2011 0.15 3 2011
Taiwan 10.54 2009 3.75 2 2009 4.74 2 2009 1.09 2 2009 0.29 1 2009 0.19 2 2009 0.61 2 2009 0.53 2 2009 0.43 2 2009
Thailand 7.24 2011 2.27 10 2011 4.20 3 2011 0.31 3 2011 0.11 3 2011 0.00 3 2011 0.20 3 2011 0.01 3 2011 0.45 3 2011
Viet Nam 6.28 2010 2.54 4 2010 3.13 3 2010 0.51 3 2010 0.02 3 2010 0.16 3 2010 0.33 3 2010 0.09 3 2010 0.02 3 2010

表6　Public social protection expenditure by guarantee, latest available year （percentage of GDP）
ILO 2014 pp.306-315

Notes
 Not available.

n.a. Not applicable.

Sources
1 ILO International Labour Office : ILO Social Security Inquiry. Available at: http://www.ilo.org/dyn/ilossi/ssimain.home [6 Jun. 2014].
2 National source: Ministry of Finance.
3 ADB Asian Development Bank : ADB Social Protection Index database. Available at: http://spi.adb.org/spidmz/index.jsp [6 Jun. 2014].
4 WHO World Health Organization : National Health Accounts Global Health Expenditure database . Available at: http://

apps.who.int/nha/database [6 Jun. 2014].
5 World Bank pensions data. Available at: http://web.worldbank.org/WBSITE/EXTERNAL/TOPICS/EXTSOCIALPROTECTION/

EXTPENSIONS/0,,contentMDK:23231994~menuPK:8874064~pagePK:148956~piPK:216618~theSitePK:396253,00.html [20 Apr. 2014].
6 UNICEF country report.
7 HelpAge International: HelpAge's social pensions database. Available at: http://www.pension-watch.net/about-social-pensions/

about-social-pensions/social-pensions-database/ [6 Jun. 2014].
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Major area, region or country Total social 
protection 
expenditure
 total

Public health care 
expenditure

% of GDP

Public social protection 
expenditure for older 
persons % of GDP

Public social protection 
expenditure for persons of 
active age % of GDP

Public social protection 
expenditure for children 

% of GDP

Social benefits for 
persons of active age 

excluding general 
social assistance

Unemployment Labour market 
programme

Sickness, maternity, 
employment injury, 
disability

General social assistance
% of GDP

Latest available
year
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Regional average weighted by total 
population
Africa 4.3 2.6 1.3 0.4 0.2 0.2
North Africa 10.0 3.2 5.0 1.1 0.3 0.4
Sub-saharan Africa 4.3 2.6 1.1 0.3 0.2 0.1
Asia and the Pacific 4.6 1.5 2.0 0.4 0.4 0.2
Western Europe 27.1 7.9 11.1 5.0 0.9 2.2
Central and Eastern Europe 17.8 4.4 8.3 3.0 1.3 0.8
Latin America and the Caribbean 13.9 4.0 4.6 2.0 2.6 0.7
North America 17.0 8.5 6.6 2.8 1.1 0.7
Middle East 11.0 2.0 3.3 1.5 3.4 0.8
World 8.8 2.8 3.3 1.5 0.7 0.4

Asia
Bangladesh 2.69 2011 1.11 3 2011 0.71 3 2011 0.46 3 2011 n.a. 13 2011 0.45 3 2011 0.02 3 2011 0.32 3 2011 0.09 3 2010
Bhutan 4.77 2010 2.97 3 2010 0.68 3 2010 0.03 3 2011 n.a. 13 2010 0.03 3 2010 0.00 3 2010 1.09 3 2010
Brunei Darussalam 2.95 2009 2.04 14 2009
Cambodia 1.79 2011 1.26 3 2011 0.15 3 2011 0.10 3 2011 n.a. 13 2011 0.10 3 2011 0.00 3 2011 0.18 3 2011 0.10 3 2011
China 6.83 2010 1.27 10 2010 2.89 3 2009 1.90 3 2009 0.14 1 2009 0.20 3 2009 1.55 3 2009 0.54 3 2009 0.22 3 2009
Hong Kong China ,  Special 
Administrative Region 4.58 2011 2.34 3 2011 1.60 5 2011 0.60 1 2011 n.a. 13 2010 0.60 1 2010 0.03 1 2010 0.07 1 2010

India 2.56 2010 1.06 4 2010 0.75 3 2010 0.60 3 2010 3 2009 0.50 3 2010 0.10 3 2010 0.10 3 2010 0.06 3 2010
Indonesia 2.63 2010 1.03 4 2010 0.45 3 2010 0.09 3 2010 n.a. 13 2010 0.07 3 2010 0.03 3 2010 0.38 3 2010 0.68 3 2010
Japan 22.40 2009 7.15 8 2009 11.83 8 2009 2.26 8 2009 0.71 8 2009 0.43 8 2009 1.13 8 2009 0.37 8 2009 0.79 8 2009
Korea, Republic of 9.19 2010 4.12 8 2010 2.36 8 2010 1.24 8 2010 0.31 8 2010 0.38 8 2010 0.54 8 2010 0.68 8 2010 0.78 8 2010
Lao People's Democratic Republic 1.74 2005 1.22 4 2010 0.10 3 2010 0.06 3 2010 n.a. 13 2010 0.06 3 2010 0.34 3 2010 0.02 3 2010
Malaysia 2.99 2012 1.99 3 2012 0.89 3 2012 0.07 3 2012 n.a. 13 2012 0.00 3 2012 0.07 3 2012 0.03 3 2012 0.02 3 2012
Myanmar 0.96 2004 0.26 10 2011 0.60 5 2011 0.06 1 2011 n.a. 13 2011 0.06 1 2011 0.04 1 2011 0.00 2 2011
Pakistan 1.68 2010 0.38 2 2010 1.01 3 2010 0.03 3 2010 n.a. 13 2010 0.03 3 2010 0.00 3 2010 0.25 3 2010 0.01 3 2010
Philippines 1.55 2012 0.56 3 2012 0.58 3 2012 0.27 3 2012 n.a. 13 2012 0.02 3 2012 0.25 3 2012 0.01 3 2012 0.14 3 2012
Singapore 2.83 2011 1.20 10 2011 0.70 1 2011 0.91 1 2011 n.a. 13 2011 0.02 1 2011 0.89 1 2011 0.01 1 2011 0.01 1 2011
Sri Lanka 3.14 2011 1.26 10 2011 1.68 3 2011 0.04 3 2011 n.a. 13 2011 0.02 3 2011 0.01 3 2011 0.02 3 2011 0.15 3 2011
Taiwan 10.54 2009 3.75 2 2009 4.74 2 2009 1.09 2 2009 0.29 1 2009 0.19 2 2009 0.61 2 2009 0.53 2 2009 0.43 2 2009
Thailand 7.24 2011 2.27 10 2011 4.20 3 2011 0.31 3 2011 0.11 3 2011 0.00 3 2011 0.20 3 2011 0.01 3 2011 0.45 3 2011
Viet Nam 6.28 2010 2.54 4 2010 3.13 3 2010 0.51 3 2010 0.02 3 2010 0.16 3 2010 0.33 3 2010 0.09 3 2010 0.02 3 2010

8 OECD Organisation for Economic Co-operation and Development . OECD Social and welfare statistics: Social Expenditure 
Database SOCX  Paris, 2013 . Available at: http://stats.oecd.org/Index.aspx?datasetcode=SOCX_AGG [6 Jun. 2014].

9 European Commission, Eurostat, Living conditions and welfare: Social Protection Database ESSPROS  Luxembourg, 2013 . 
Available at: http://epp.eurostat.ec.europa.eu/portal/page/portal/living_conditions_and_social_protection/data/database [6 Jun. 2014]

10 IMF International Monetary Fund : Government Finance Statistics, March 2014. Washington, DC, 2014 .
11 Overseas Development Institute ODI .
12 UN ECLAC United Nations Economic Commission for Latin America and the Caribbean : Statistics and indicators, social 

public expenditure Santiago de Chile, 2014 . Available at: http://www.cepal.org/default.asp?idioma=IN [6 Jun. 2014].
13 SSA Social Security Administration of the United States ; ISSA International Social Security Association . Social security 

programs throughout the world Washington, DC and Geneva : The Americas, 2013; Europe, 2012; Asia and the Pacific, 
2012; Africa, 2013. Available at: http://www.ssa.gov/policy/docs/progdesc/ssptw/ [6 June 2014].

14 GSW Government Spending Watch . Available at: http://www.governmentspendingwatch.org/spending-data [20 May 2014].
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